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学位論文内容の要旨

  高 温超伝 導体 (HTS： High-temperature superconductor)の有望 な応用 分野のーっとしてマイクロ波デ

バ イスが ある.HTSはマイ クロ波 帯に おいて ，通常 導体に 比較し て数 桁以上 の低抵 抗値を 達成 可能である

た め ， そ の画 期 的 な特 長を活 用した 様々 なデバ イスの 研究開 発が 進めら れてい る．そ の中で もHTSマイ

ク ロ波フ ィルタ は，従 来で は実現 困難な ，超低 損失 性と高 選択性 を小型 化マイ クロ 波IC回路 で達成 可能

と いう， 優れた 利点を持つ，これは，最新の小型化冷凍機と組み合わせることで具体化することができる，

実 用化の ための 研究開 発は ，低電 カを扱 うため 技術 的に難易度の低い受信系への応用からまず進められ，

既 に米国 等にお いて携 帯電 話基地 局や衛 星用デ バイ スとして商用化されている．しかし，基地局装置の省

電 力化や 小型化 等への 高い 寄与が 期待で きる送 信系 応用については，高電カに伴う困難な技術課題が未解

決 なため ，実用 化回路 構成 法は未 だ確立 されて いな ぃ，

  こ れは， HTSの マイ クロ波 におけ る物理的基本特性から，制限される項目がニっあるためである．一つ目

は ，HTS自体の 臨界電 流密 度超過 により ，超伝 導状態 維持が不可能になること，二っ目は，HTSは通常導体

で は問題 になら ない程 度の 入力電 カレベ ルでデ バイ ス入出力問不完全が出現し，相互変調ひずみ，高調波

ひ ずみ等 の非線 形応答 が発 生する ことで ある， 上記 の制限 は，主 として 次の理 由に よる， すなわ ち，＠

HTSが有 する高 導電率 特性 のため ，ロン ドン侵 入長が 極め て浅く ，デバ イス特 定箇所への電流密度集中が

発 生する ，＠従 来のHTSマ イクロ 波送信 フイル タ構成 法で は，高 電カの 送信信 号が通過・共振するトラン

ス ミッシ ョン型 を基本とするため，回路内の電流密度が本質的に上昇する，さらに，非線形応答に関して，

◎ HTS自 体 が 有 す る 非線 形 マ イ ス ナー 効 果等 のintrinsicな 要因や ，粒界 接合に おけ る超伝 導弱結 合等

の extrinsicな要因 がHTSマイク ロ波 デバイ スの非 線形応 答発 生の発 生機序 として 検討さ れて いるが，送

信 マイク ロ波フ イルタ とし て適用 した場 合の， 詳細 な相互変調ひずみ等の非線形ひずみ特性が明らかとな

っ ていな いため である ．

  本 論文は ，上 記の問 題点を 解決し ，携帯 電話 基地局 等への 応用が 可能 な，耐電力・急峻性に優れたHTS

送 信リア クショ ンフィ ルタ の回路 構成技 術，並 びに 実用性評価に必要な高度な非線形ひずみ特性測定法を

確 立 す る こと を 目 的と して行 った研 究の 成果を まとめ たもの であ る，本 論文で 検討を 行うHTS送 信フィ

ル タは， 携帯電 話基地 局の 電力増 幅器出 力信号 に含 まれる隣接帯域漏洩電カを低減するため，従来用いら

れ ている 増幅器 回路の工夫（ひずみ補償回路技術）に代わり，送信系に適用可能であることを目標としてい

る ，まず ，高電 カの信号電カが共振器を通過しなぃりアクション型（反作用型）共振器を用いた帯域阻止フ

イ ルタを ，HTS送信フ イル タに適 用することを新たに提案し，動作電流の大幅な低下を図っている，また，
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デバイ ス特定 箇所 への電 流集中 を避け るため ，高 無負荷 Q値 化およ び電流 密度分 散構 造による耐電力特性

向上を 同時達 成可 能な， 分割オ ープン リング 共振 器を考 案して いる． これらの検討を踏まえ，リアクショ

ン フ イ ル タ 製 作 お よ び Sパ ラ メ ー タ 周 波 数 特 性 ， 相 互 変 調 ひ ず み 等 の 基 本 特 性 評 価 を 行 っ た 上

で， W-CDMAマ ルチキ ャリ ア信号 を用い ，電力 増幅 幅器出 力信号 の隣接 帯域漏 洩電 カの改 善効果 を初め て

実証し ている ．さ らに， HTSマ イクロ 波デバ イス の非線 形特性 が明ら かにす るた め，新 たに非線形ひずみ

位相も 測定可 能な 相互変 調ひず み測定 系を構 築し ，これ まで未 知であ った非線形ひずみ特性を明らかにし

ている ．これ らの 内容に っき， 以下の 各章に より 詳細を 述べる ，

  第 1章 は 本論 文 の 導 入 部で あ り ， 本 研究 の 目 的 と 意義 ，およ ぴこれ まで のHTSフイル タの研 究経過 と

本研究 の位置 付け にっい て述べ ている ．本章 にお いて， 超伝導 技術の マイクロ波通信への応用について概

説して いる，

  第 2章 は ，高 電 カ の 信 号電 カ が共 振器 を通過 しない りアク ショ ン型共 振器を 用いた 帯域阻 止フ イルタ

を，HTS送信 フイル タに 適用す ること を提案 し， その原理および基本動作について述べている．さらに，リ

アクシ ョンフ ィル タを， 電力増 幅器の 信号出 カに 含まれ る隣接 帯域ひ ずみ抑圧に適用した場合の，電力増

幅器効 率改善 量に ついて 検討を 行って いる，

  第 3章 は，第 2章 でのり アク ション フイル タ適用 の提案 を踏 まえ， リアク ション フィ ルタを 構成す る新

たな構 造を有 す． る分割 オープンリング共振器を考案している．提案する共振器は，特定箇所への電流集中

を避け るため ，高 無負荷 Q値 化およ び電流 密度分 散効果 によ る耐電 力特性 向上の 同時 達成が可能である，

提案構 造に基 づく りアク ション 共振器 を製作 し， Sパラ メー タ周波 数特性 および 相互 変調ひずみ測定を行

い，そ の効果 を確 認して いる．

  第 4章 は，分 割オ ープン リング 共振器 を用い た2種類の りア クショ ンフィ ルタの 設計 ・製作 を行う ．最

初に ， 5 GHz帯 狭帯域 リアク ション フア ルタの 測定評 価を行 い，40 dB/MHz以上の 急峻遮 断特性 およぴ 相

互変調 ひずみ 特性 を実験 確認し ている ，次に ，フ イルタ 抑圧帯 域幅拡 大および電力増幅器から発生するひ

ず み 抑 圧 を 目 的 と し た ， 帯 域 幅 4 MHzお よ び 抑 圧 量 10 dB以 上の 5GHz帯隣 接 帯 域 ひ ずみ 抑 圧 リ ア ク

ショ ン フ ィルタ を設 計・製 作し， W-CDMA規格 で規 定され た隣接 帯域ひ ずみ抑 圧に 必要な 急峻遮 断特性 を

達成し ている ．

  第 5章 は，第 4章 で製作 した ，隣接 帯域ひ ずみ抑 圧リア クシ ョンフ イルタ を用い た｜ 電力増 幅器の 非線

形 ひ ず み 改 善 法 を 提 案 し ， リ ア ク シ ョ ン フ イ ル タ お よ び マ イ ク ロ 波 GaN HEMT電 力 増 幅 器 特 性 を

W-CDMAマ ル チ キ ャ リア 信 号 に 適 用 した 際 の 測 定 結果 お よぴ解 析結果 を用い ，そ の実現 可能性 を明ら か

にし て い る．リ アク ション フィル タが40 dBmの高 電カの 広帯域 拡散無 線通信 信号 の隣接 帯域ひ ずみ抑 圧

に有効 である こと を初め て実証 してい る，さ らに ，フイ ルタ適 用によ り電力効率が大幅に改善可能となる

見通し を得て いる ．  ‘

  第 6章 は，HTSマイ クロ 波フイ ルタの 無線通 信シ ステム 適用の ため， 詳細な 相互 変調ひ ずみ等 の非線 形

ひずみ 特性を 明ら かにす る，た めの， 高度な 非線形特性評価法について述べている，まず，詳細な第3次相

互変調 ひずみ 振幅 および 位相の 入力電 力特性 を， 新たに 提案・ 構築し た詳細かつ高ダイナミックレンジで

取得可 能な測 定系 を用い ，評価している．さらに，取得した非線形特性を的確かつ矛盾なく説明可能な，複

素べき 級数に 基づ く非線 形特性 解析を 行い， HTSマイク ロ波デ バイス の非線 形特 性を明 らかにしている，

  第7章は， 結言で あり ，本研 究の結 論と得 られ た成果 を最後 に概括 してい る， さらに ，今後の課題につ

いても 簡潔に 述べ る，
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高温超伝導マイクロ波送信リアクションフイルタと

高度非線形ひずみ特性評価法に関する研究

  高温超伝導体くHTS:High-temperature superconductor)の有望な応用分野のーっとして

マイクロ波デバイスがある。HTSマイクロ波フイルタは、従来実現困難な超低損失性と高

選択性を小型化マイクロ波IC回路で達成可能という優れた利点を持つ。HTSフイルタ実

用化のための研究開発は受信系への応用から進められ、携帯電話基地局や衛星用デバイス

として一部商用化されている。一方、基地局装置の省電力化や小型化等、より高い効果が

期待できる送信系への応用については高電カに伴う困難な技術課題が未解決なため、実用

化回路構成法は未だ確立されていない。

  本論文は、携帯電話基地局等への応用が可能な、耐電力・急峻性に優れたHTS送信リア

クションフイルタの回路構成技術並びに実用性評価に必要な高度な非線形ひずみ特性測定

法を確立することを目的として行われた研究成果をまとめたものである。はじめに、高電

カの信号電カが共振器を通過しなぃりアクション型（反作用型）共振器を用いた帯域阻止フ

イルタをHTS送信フイルタに適用することを新たに提案し、動作電流の大幅な低下を図っ

ている。また、デバイス特定箇所への電流集中を避けるため、高無負荷Q値化および電流

密度分散構造による耐電力特性向上を同時達成可能な分割オープンリング共振器を考案し

ている。これら検討から、リアクションフイルタ製作およびSパラメータ周波数特性、相

互変調ひずみ等の基本特性評価を行い、W-CDMAマルチキャリア信号を用いて電力増幅器

出力信号の隣接帯域漏洩電カの改善効果を実証している。さらに、非線形ひずみ位相の測

定も可能な高精度相互変調ひずみ測定系を新たに構築し、HTSマイクロ波デバイスの非線

形特性を明らかにしている。これらの内容にっき、各章で詳細を述べている。

  第1章は論文の導入部であり、本研究の目的と意義、およぴこれまでのHTSフイルタの

研究経過と本研究の位置付けについて述べている。本章において、超伝導技術のマイクロ
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波通信への応用について概説している。

  第2章は、高電カの信号電カが共振器を通過しないりアクション型共振器を用いた帯域

阻止フイルタをHTS送信フィルタに適用することを提案し、その原理および基本動作につ

いて述べている。さらに、リアクションフイルタを電力増幅器の信号出カに含まれる隣接

帯域ひずみ抑圧に適用した場合の電力増幅器効率改善量について検討を行っている。

  第3章は、リアクションフイルタを構成する新たな構造を有する分割オープンリング共

振器を考案している。提案する共振器は、特定箇所への電流集中を避けるため、高無負荷Q

値化および電流密度分散効果による耐電力特性向上の同時達成が可能である。提案構造に

基づくりアクション共振器を製作し、Sパラメータ周波数特性および相互変調ひずみ測定を

行い、その効果を確認している。

  第4章は、分割オープンリング共振器を用いた2種類のりアクションフイルタの設計・

製作を行っている。最初に、5 GHz帯狭帯域リアクションフィルタの測定評価を行い、40

dB/MHz以上の急峻遮断特性およぴ相互変調ひずみ特性を実験確認している。次に、フイ

ルタ抑圧帯域幅拡大および電力増幅器から発生するひずみ抑圧を目的とした帯域幅4 MHz

および抑圧量10 dB以上の5GHz帯隣接帯域ひずみ抑圧リアクションフイルタを設計・製

作し、W-CDMA規格で規定された隣接帯域ひずみ抑圧に必要な急峻遮断特性を達成したこ

とを述べている。

  第5章は、隣接帯域ひずみ抑圧リアクションフイルタを用いた電力増幅器の非線形ひず

み改善法を提案し、リアクションフイルタおよびマイクロ波GaN HEMT電力増幅器特性

をW- CDMAマルチキャリア信号に適用した際の測定結果および解析結果を用いて、その実

現可能性を明らかにしている。リアクションフイルタが40 dBmの高電カの広帯域拡散無

線通信信号の隣接帯域ひずみ抑圧に有効であることを実証している。さらに、フイルタ適

用により電力効率が大幅に改善可能となる見通しを得たことを述べている。

  第6章は、相互変調ひずみ等の非線形ひずみ特性を明らかにするための高度な非線形特

性評価法について述べている。第3次相互変調ひずみ振幅および位相の入力電力特性につ

いて、新たに提案・構築した詳細かっ高ダイナミックレンジな測定系を用いて評価してい

る。さらに、取得した非線形特性を的確かつ矛盾なく説明可能な、複素べき級数に基づく

非線形特性解析を行い、HTSマイクロ波デバイスの非線形特性を明らかにしている。

  これを要するに、著者は、移動通信用無線装置の高感度化・高選択度化に貢献するとと

もに周波数利用効率向上に寄与する基盤技術に関する有益な新知見を得たものであり、情

報通信技術の発展に貢献するところ大なるものがある。よって著者は、北海道大学博士（工

学）の学位を授与される資格あるものと認める。
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